
1.

2. 事業の目的及び内容

3.

4. 交付実績額  20,000　千円（Ａ）

5. 補助金等における管理費

(1)　人件費 10,607　千円

(2)　一般管理費 2,235　千円

(3)　その他の管理費

金額

　12,842　千円

6. 外部への支出

(1) 外部に再補助・再委託等されているものに関する支出

支出先 金額

（株）ｴｯｸｽ都市研究所  1,500　千円

　　　　　   1,500　千円（Ｂ）

(2) (1)以外の支出

支出先 金額

　　　　　　 　　  　  千円

7. その他

金額

　4,706　千円

　　952　千円

　5,658　千円

8. 再補助・再委託等の割合 　　　　　　　    7.5　％(B/A)

2.水質保全、大気汚染及び廃棄物管理の分野におけるｺﾍﾞﾈﾌｨｯﾄを実現したCDMプロジェク
ト等の優良事例の充実

合計

社団法人　海外環境協力センター

3.民間事業者によるｺﾍﾞﾈﾌｨｯﾄ型ＣＤＭプロジェクト等に係る情報提供・普及啓発及びｺﾍﾞﾈ
ﾌｨｯﾄ型ＣＤＭプロジェクト等の形成等の支援方法の検討

補助金等支出明細書

(1)　目的

(2)　具体的な内容

補助金等の名称 平成20年度コベネフィッツ型CDMプロジェクト形成等の促進に係る調査事業

　2005年2月に発行を迎えた京都議定書においては、各国先進国の削減目標を達成するための柔軟措
置として、「クリーン開発メカニズム（CDM)」を始めとする京都メカニズムの活用が認められている。中で
もCDMは、先進国技術・資金を活用して途上国における温室効果ｶﾞｽ削減を促進し、途上国に対する技
術移転や持続可能な開発の便益がもたらされることが大きく期待されており、また、途上国においても
温室効果ガスの排出削減のみならず持続可能な開発に資するプロジェクトの形成促進に関するニーズ
は高い。
　1億 t‐CO2という大規模な量の京都メカニズムクレジットの購入を目指す我が国は、京都議定書遵守
の重要な手段であるCDMを、発展途上国の開発ニーズ（環境対策実施を含む）に資する形で促進する
ことにより、我が国が購入することのできるCDMプロジェクトの形成を促進するとともに、地球温暖化対
策と持続可能な開発の双方を追求することが重要である。その際、従来開発途上国支援の分野で長い
経験を有する開発援助機関や、CDM等を実施する民間事業者との有機的な連携が極めて重要である。
　本事業は、地球温暖化対策と発展途上国の開発双方を促進する手法として有力な「コベネフィッツ・ア
プローチ」を具体的な対策活動に統合するための支援方法について調査検討を行うことを目的としてい
る。

1.コベネフィッツ型CDMプロジェクト等に関するグッドプラクティス・マニュアルの作成に関する
検討

内容

業務費

消費税

合計

合計

ｺﾍﾞﾈﾌｨｯﾄ型プロジェクト推進支援に係る調査

支出内容

合計

支出内容

交付先の公益法人の名称

内容


